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頁 改訂案（令和７年３月） 現 行（令和６年４月） 備 考 

39 ２ 厚真川洪水の場合の指定避難所 

連

番 

指定避難

所名 
対象地域 

標高 

(EL) 

対象とする災害の種類 

施設

規模 

収容

可能

人員

数 

洪水 

土

砂 

高

潮 

地震 

津波 

大

火

事 

火

山 
浸

水

深 

適

否 

構

造 

耐

震 
階 
適

否 

11 

厚北地域

防災コミ

ュニティ

センター

ならやま 

吉 野 、

富 里 、

高 丘 、

幌内（日

高幌内

川洪水

時 の 場

合） 

37.3m 無 〇 〇 － w 〇 1 〇 無 － 〇 〇 181㎡ 60人 

 

２ 厚真川洪水の場合の指定避難所 

連

番 

指定避難

所名 
対象地域 

標高 

(EL) 

対象とする災害の種類 

施設

規模 

収容

可能

人員

数 

洪水 

土

砂 

高

潮 

地震 

津波 

大

火

事 

火

山 
浸

水

深 

適

否 

構

造 

耐

震 
階 
適

否 

11 

厚北地域

防災コミ

ュニティ

センター

ならやま 

吉 野 、

富 里 、

高 丘 、

幌内（日

高幌内

川洪水

時 の 場

合） 

37.3m 無 〇 〇 － w 〇 1 〇 無 － 〇 〇 
200 

㎡ 

65 

人 

 

誤記修正 

47 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

資料11 指定緊急避難場所一覧表 

資料13 災害協定等締結一覧表一覧表 

番

号 

避難所

施設名 

標高 

（EL) 

対象とする災害の種類 

管理 

責任

者 

収容可

能 

洪水(想定

最大) 土

砂 

高

潮 

地震 津波 大

火

事 

火

山 浸水

深 

適

否 

構

造 

耐

震 

適

否 

24時間

対応 

適

否 

２ 

厚北地

域防災

コミュニ

ティセン

ターなら

やま 

37.3

m 
無 〇 〇 － w 〇 〇 － － 〇 〇 町 2,964人 

５ 

総合ケ

アセンタ

ーゆくり

２階 

 

0.5

～

3.0 

× 〇 － 
R

C 
〇 〇 － － 〇 〇 町 153人 

資料11 指定緊急避難場所一覧表 

資料13 災害協定等締結一覧表一覧表 
 

番

号 

避難所

施設名 

標高 

（EL) 

対象とする災害の種類 

管理 

責任

者 

収容可

能 

洪水(想定

最大) 土

砂 

高

潮 

地震 津波 大

火

事 

火

山 浸水

深 

適

否 

構

造 

耐

震 

適

否 

24時間

対応 

適

否 

２ 

厚北地

域防災

コミュニ

ティセン

ターなら

やま 

37.3

m 
無 〇 〇 － w 〇 〇 － － 〇 〇 町 66人 

５ 

総合ケ

アセンタ

ーゆくり

２階 

 

0.5

～

3.0 

× 〇 － 
R

C 
〇 〇 － － × 〇 町 153人 

誤記修正 
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頁 改訂案（令和７年３月） 現 行（令和６年４月） 備 考 

50 
・ 

57 
・ 
58 

 

No 分類 覚書

等名 

締結

先 

締結内容 要請の要件

等 

締結

日 

有効期間 

3 【包括連

携協定】

防災へ

の連携・

協力（所

掌：まち

づくり推

進課） 

包括

連携

協定

書 

北海

道石

油共

同備

蓄株

式会

社 

安全・安心な災害に強

い地域づくり・防災体制

の充実に関すること 

①共備敷地・施設を（一

次）避難所として活用 

②共備敷地・施設を災

害発生時のボランティア

拠点として活用 

③共備保有資材の提供 

④避難所開設時におけ

る職員等の派遣 

－ 

令和

5 年

11 月

29 日 

なし 

No 分類 協定名 協定先 協定内容 要請の要件等 締結日 有効期間 

32 災害復

旧・復興

等事業の

支援業

務 

災害復

旧・復

興等事

業の支

援業務

に関す

る協定 

一般社

団法人

日本補

償コン

サルタ

ント復興

支援協

会 

・住家の被害認定調査に

関する支援業務 

・罹災証明書の交付に関

する支援業務 

・損壊家屋等の解体・撤

去処理事業の支援業務 

・堆積土砂の排除事業の

支援業務 

・前各号に掲げるもののほ

か甲が必要と認める業務 

災害時（地

震、津波、豪

雨、洪水、竜

巻、高潮、豪

雪等）におい

て、復旧、復

興等の支援業

務の必要があ

ると認めるとき

支援を要請 

令和6

年12月

18日 

締結の日か

ら令和7年3

月31日まで

とする。ただ

期間満了の

1カ月前ま

でに、甲乙

いずれから

も意思表示

が無い時は

1年間継

続、以後同

様 

33 災害時

発生時、

レンタル

車両の優

先賃借 

災害時

のレン

タカー

賃借の

協力に

関する

協定書 

株式会

社トヨタ

レンタリ

ース新

札幌 

災害時におけるレンタル

車両の優先賃借に関する

協定 

地震、風水

害、その他の

災害が発生

し、又は発生

するおそれが

ある場合に、

甲が乙に対し

要請 

令和6

年度内

に締結

予定 

協定締結の

日から起算

して１年間と

する。ただ

し、期間満

了の日の１

ヶ月前まで

に、甲乙い

ずれからも

意思表示が

無い時は1

年間継続、

以後同様 

記載なし。 
 

 

追記 
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